
官民共同誘致委員長を務めていることに触れ、
大阪・関西万博の開催と釜山万博の誘致を機
とした両国関係の深化に期待を示した。
首脳会議では、両国商工会議所の相互協力

の促進などを盛り込んだ共同声明「釜山宣言」
を採択。「少子高齢化に伴う人口減少」「経済安
全保障を踏まえたサプライチェーンの再構築」
「カーボンニュートラル」「AIガバナンス構築」
「サイバーセ
キュリティ」「デ
ジタル化」「ス
タートアップ支
援」などの共通
課題解決に協
力して取り組む
方針を示した。
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日韓首脳会議

四国ブロック商工会議所との懇談会

未来志向の協力関係推進へ共同声明採択

民間が成長の原動力に

日本商工会議所と大韓商工会議所は６月９
日、「第12回日韓商工会議所首脳会議」を韓国・
釜山で開催。両国の経済協力などについて意
見交換を行った。会合には、日本側から日商
の小林健会頭はじめ27人、韓国側から大韓商
工会議所の崔泰源（チェ・テウォン）会長ら
28人が出席した。
小林会頭は開会のあいさつで、「コロナ禍を

乗り越え、日韓関係も両国政府の努力により正
常化され、本首脳会議を６年ぶりに再開にこぎ
着けることができた」と強調。「日韓の企業が
知恵を出し合って、未来志向の経済協力を推
し進めていくことが肝要」との考えを表明した。
一方、崔会長は、「日韓関係は重大な時期を迎
えており、いつにも増して協力が必要な時期で
ある」と指摘。また、自身が30年釜山万博の

日本商工会議所は６月15～16日、高知市で
日商と四国ブロック商工会議所との懇談会、第
727回常議員会・第297回議員総会などの諸会
議をハイブリッド形式で開催した。15日に開
催した懇談会では、四国ブロック内の商工会議
所会頭などから地方創生に向けた取り組みや
課題について発表。日商の鳥井信吾副会頭（大
阪・会頭）は、「中小企業や地域を取り巻く環境
が極めて予測困難な状況が続いている今こそ、
われわれ民間が成長の原動力であるという当事
者意識を持ち、新しい視点からの『変革』に挑
んでいくことが求められる」と述べた。
懇談会には、四国ブロック商工会議所の会
頭・副会頭を中心に全国125商工会議所から

209人（オンライン含む）が出席。四国ブロッ
ク４県の商工会議所から丸浦世造会頭（徳島・
阿波池田）、兼松功会頭（徳島・阿南）、藤田尚
靖会頭（香川・観音寺）、宮﨑修専務理事（愛媛・
四国中央）、佐藤正副会頭（高知・安芸）から、
それぞれの活動などについての発表があった。
意見交換後に、鳥井副会頭は、人手不足が
大きな問題となる
中、「中長期の日
本をつくっていく
基礎になる先を見
越した活動であり、
大変感銘を受けた」
と高く評価した。

2023年７月発行

小林健会頭（前列右から４人目）、崔泰源会長（同５
人目）ら両国代表

全国の商工会議所から200人以上が参加

515 125万会員
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日本商工会議所発行の旬刊紙・月刊誌のご案内

日本商工会議所発行の月刊ビジネス情報
誌。経営や地域活性化のヒントになる好
事例を紹介する特集や各界で活躍する著
名人の素顔に触れる「あの人を訪ねたい」
など、厳選の企画・連載が目白押しです。

日本商工会議所が月３回発行する
新聞。日商や全国各地の商工会議
所の政策提言や事業活動をはじめ、
ビジネスに役立つ情報が満載です。

月３回発行（１日、11日、21日）
１部139円  
年間購読料4,400円（送料・税込）

毎月10日発行
１部535円  年間購読料5,700円（送料・税込）

日本商工会議所の
ビジネス情報誌

地域・中小企業を元気にする

お問い合わせ先

商工会議所は、地域の商工業者の応援団です。

購読申し込み、
広告出稿のご案内
はこちら

購読申し込み、
広告出稿のご案内
はこちら
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リーダーの横顔

杉下 秀幸　
宇部商工会議所 会頭 
UBE株式会社 顧問

あの人を訪ねたい

今村 翔吾
歴史小説・時代小説家

こうしてヒット商品は生まれた！

「ハクキンカイロ」
ハクキンカイロ

特集2
ナンバーワン企業の
世界戦略

日本商工会議所創立100周年

特集1

日本商工会議所
新体制スタート

リーダーの横顔

前嶋 康夫　
東金商工会議所 会頭 
株式会社竹屋 取締役会長

あの人を訪ねたい

鈴木 祥蔵
長楽寺住職

こうしてヒット商品は生まれた！

「wemo paper flip board」
コスモテック

特集2
2023年の
日本の展望と
世界経済の行方

日本商工会議所創立100周年

特
集
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か、グリーン分野におけるビジネスについて、ガ
イドラインの随時見直しなどを求めた。
公正取引委員会からは、「価格協議ができた
企業の増加傾向および協議できた企業の価格
転嫁割合が高いことは、日商の調査と同様の
認識」「コストに占める労務費の高い業界には、
協議・転嫁の動向や、転嫁できた事例などを
重点的に調査する」「ガイドラインは今後も商
工会議所に意見を伺いながら、必要な改訂を
行う」などの発言があった。

2023年７月発行

公正取引委員会との意見交換会

価格協議促進で一致
日本商工会議所は６月５日、公正取引委員
会との意見交換会を都内で開催した。取引適
正化や価格転嫁に係る政府の取り組みと、中
小企業の現状・課題について認識を共有し、
一層の取り組みの促進を図ることが目的。昨
年３月以来の開催となった。会議には、日商側
は立野純三中小企業委員長（大阪・副会頭）、
細田眞産業経済委員会共同委員長、宗像直子
知的財産専門委員長、石田徹専務理事ら７人、
公正取引委員会側は小林渉事務総長はじめ幹
部６人が出席した。
日商側からは、「発注者が自発的に価格協議
に取り組める環境の整備が必要」「一定規模以
上事業者に課される物流生産性向上の中長期
計画の作成と取り組み状況の報告義務につい
て、中小の下請け企業に書類作成の負担が強
いられるようなことが起きないよう、監視が必
要」などの意見を表明。また、知財に関する長
期契約について、適正な取引事項が盛り込ま
れていないケースが散見されることから、既存
の契約の見直しに関する働き掛けの実施のほ 意見を述べる細田眞産業経済委員会共同委員長（左）と小林渉事務総長


